
米海軍所属 HH－６０ヘリコプターの事故に対する抗議決議 

 

 平成３０年１０月１９日の新聞報道によると、同月９日嘉手納基地内において、米海軍所属

の HH－６０ヘリコプター２機の接触事故があったとのことである。米海軍安全センターによ

ると、被害総額は、２００万ドル（日本円にすると、約２億２５００万円）以上で、重大な「ク

ラス A」に分類される旨の報告である。 

 沖縄防衛局からの情報によると、「米軍から、２機のHH－６０ヘリコプターが接触事故を起

こした。駐機中の１機に移動中の１機が接触した形で詳細については、現在、調査中である。」

とのこと。 

 今回の事故に関しては、事故発生から１０日後に沖縄防衛局からの問い合わせに答える形で

通報がなされた。日米合意では、米軍による事件・事故の発生時には、正確、かつ迅速な情報

提供をするとある。本町議会のみならず米軍嘉手納基地周辺自治体等が関係機関に対し情報提

供を繰り返し求めてきたにもかかわらず、通報の遅延や情報提供がなされない状況は、周辺住

民の不安を増大させ、到底容認できるものではない。 

 よって、本町議会は町民・県民の生命・財産・安全を守る立場から米軍及び関係当局に対し

厳重に抗議するとともに、下記事項を速やかに実現するよう強く要求する。 

 

記 

 

１ 事故に関する正確、かつ迅速な情報提供を行うこと。 

２ 事故原因を徹底的に究明し、その結果を速やかに公表すること。 

３ 事故の再発防止と具体的な解決策を日米両政府で作成し早期公表を行うこと。 

４ 日米地位協定の抜本的な改定を早急に行うこと。 

 

 以上、決議する。 

 

平成３０年１１月９日 

 

沖縄県中頭郡北谷町議会 

 

 

 

 

あて先 

駐日米国大使  米太平洋軍司令官  在日米軍司令官  在沖米四軍沖縄地域調整官 

 在沖米海軍艦隊活動司令官  在沖米国総領事 

 

 

 

 

 

 


